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今年予定されていることは、以下の通りです。
健康保険関係

(1)健康保険料率の変更（3月）

(2)介護保険料率の変更（3月）
　(1)、(2)共に料率は未定です。
年金関係
(1)国民年金の月額保険料の変更(4月)
月額は、15,020円です。
（現在は15,100円）
(2)厚生年金保険料率の変更(９月)
1000分の164.12に変更予定です。（現在1000分の160.58）この場合、個人負担は1000分の82.06です。
変更になるという情報だけで、詳しい内容が発表されていないこともあります。決まりましたら、事務所ニュースで取り上げてまいります。
2ヶ月以上遡って退職の手続きや保険料の変更手続きを行う場合、以下のような添付書類が必要です。
1.被保険者資格喪失届（退職する時）
　(1)会社の役員

　以下の書類(写し)いずれかを添付
　　○株主総会の議事録
　　○登記簿謄本
　　　(役員変更の記載のあるもの）
　(2)従業員
　以下の書類(写し)を両方添付

　○退職日の属する月の賃金台帳

　○退職日の属する月の出勤簿
2.月額変更届（給与の変動で保険料の等級を変更する時）
(1)会社の役員

　①と②の書類(写し)を両方添付
　　① 以下の書類いずれか1つ
○株主総会又は取締役会の議事録
○代表取締役等による報酬決定通知書
○役員間の報酬協議書
○債権放棄を証する書類

　　　② 以下の書類いずれか1つ
○賃金の変動があった月の前月以降4ヶ月分の所得税源泉徴収簿
○賃金の変動があった月の前月以降4ヶ月分の賃金台帳

　(2)従業員

　　以下の書類（写し）を両方添付
○賃金の変動があった月の前月以降4ヶ月分の賃金台帳
○賃金の変動があった月の前月以降4ヶ月分の出勤簿
　賃金を大幅に（標準報酬月額５等級以上）引き下げる場合、遡及手続でなくとも、月額変更届提出の際、上記の月額変更届に添付する書類と同じものが必要です。
　また、社会保険の調査は、6ヵ月以上遡って社会保険の手続を行った会社に対して重点的に行われます。手続き漏れや遅れがないようにしましょう。
労災保険は、労働者保護を目的とした保険であるため、原則として社長をはじめとする役員や、社長と同居の親族などは対象となりません。

仕事中の負傷については、健康保険が使えませんので、上野事務所では、「労災保険特別加入」をお勧めしています。これは、労働者と同様の仕事をしている時の被災に関しては、役員や社長の同居の親族でも労災として保護する制度です。
特別加入するにあたっては、給付基礎日額（１日あたりの報酬）を、下記の表の中から選ぶことができ、選んだ日額の365日分に労災保険料率をかけた保険料を納めます。
	給付基礎日額

	20,000円
	9,000円

	18,000円
	8,000円

	16,000円
	6,000円

	14,000円
	5,000円

	12,000円
	4,000円

	10,000円
	3,500円


◆飲食店を経営する社長が日額5,000円で特別加入する場合の保険料
　5,000円×365日×4/1000

　＝7,300円（年額）
治療費の全額給付のほか、休業4日目より、１日につき日額の８割が休業補償として支給されます。（上記例の社長の場合、1日4,000円支給）
　なお、特別加入には一部制約があります。加入を検討される方はご相談下さい。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；仕事を自宅に持ち帰って行う社員がいます。会社はそのような指示をしていないため、現在この労働に対して時間外手当を支払っていませんが、本当は支払わなければいけないのでしょうか？
Ａ；時間外手当については労働基準法に規定されており、自宅への仕事の持ち帰りが労働基準法でいう労働時間にあたるか否かがポイントになります。
　労働基準法でいう労働時間とは、以下の要件を満たす場合を指します。
①場所的拘束があるか

作業や業務を行う場所が決められていること。
②時間的拘束があるか

業務を何時から何時まで行うかを決められていること。
③態度や行動上の拘束があるか

業務をどのような態度で行うか決められていること。
④遂行方法の拘束があるか

業務内容をどのような方法、手順で行うかを決められていること。
⑤上司からの支配的、監督的な拘束があるか

上司からの指揮、監督の下に業務を行っていること。
これらに照らすと、自宅での業務は労働時間とは言えません。
自主的な持ち帰り仕事には時間外手当を支払う必要がないように思われますが、通常の労働時間で終わらない業務を恒常的に行わせている場合には、問題となることもありますので注意が必要です。
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